
精華町建設工事等に係る入札及び契約の公表に関する要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関す

る法律（平成１２年法律第１２７号）の趣旨を踏まえ、町が発注す

る建設工事の入札及び契約に関する情報の公表のほか、町が発注す

る測量・建設コンサルタント等業務の入札及び契約に関する情報の

公表ついて必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。

（１）建設工事 建設工事及び除草、剪定その他建設工事に関する業

務の請負

（２）測量・建設コンサルタント等業務 測量、土木関係建設コンサ

ルタント、建築関係建設コンサルタント、地質調査、補償関係コ

ンサルタント、不動産鑑定及び計量証明の業務の請負

（３）建設工事等 建設工事及び測量・建設コンサルタント等業務

（発注の見通しに関する事項の公表）

第３条 町長は、毎年度、４月１日（当該日において当該年度の予算

が成立していない場合にあっては、予算の成立の日）以後遅滞なく、

当該年度に発注することが見込まれる建設工事等（予定価格が２５

０万円を超えないと見込まれるもの及び公共の安全と秩序の維持

に密接に関連する建設工事等であって町の行為を秘密にする必要

があるものを除く。）に係る次に掲げるものの見通しに関する事項

を公表しなければならない。

（１）建設工事等の名称、場所、期間、種別及び概要

（２）入札及び契約の方法

（３）入札を行う時期（随意契約を行う場合にあっては、契約を締結

する時期）

２ 町長は、次に掲げる時期を目途として、前項の規定により公表し

た発注の見通しに関する事項を見直し、当該事項に変更がある場合

には、変更後の当該事項を公表しなければならない。

（１）７月１日



（２）１０月１日

（３）１月１日

（入札及び契約の過程並びに契約の内容に関する事項の公表）

第４条 町長は、次に掲げる事項を定め、又は作成したときは、遅滞

なく、当該事項を公表しなければならない。これを変更したときも、

同様とする。

（１）一般競争入札に参加する者に必要な資格及び当該資格を有する

者の名簿

（２）指名競争入札に参加する者に必要な資格及び当該資格を有する

者の名簿

（３）指名競争入札に参加する者を指名する場合の基準

２ 町長は、建設工事等の一般競争入札又は指名競争入札を行ったと

きは、当該入札ごとに、遅滞なく、次に掲げる事項を公表しなけれ

ばならない。ただし、公共の安全と秩序の維持に密接に関連する建

設工事等であって町の行為を秘密にする必要があるものは、この限

りでない。

（１）建設工事等の名称

（２）入札日時

（３）入札者の商号又は名称及び入札金額

（４）落札者の商号又は名称及び落札金額

（５）予定価格

（６）最低制限価格

（７）一般競争入札に参加する者に必要な資格を更に定め、その資格

を有する者により当該入札を行わせた場合における当該資格

（８）一般競争入札を行った場合における当該入札に参加しようとし

た者の商号又は名称並びにこれらの者のうち当該入札に参加さ

せなかった者の商号又は名称及びその者を参加させなかった理

由

（９）指名競争入札を行った場合における指名した者の商号又は名称

及びその者を指名した理由

（１０）最低制限価格を設け最低の価格をもって申込みをした者を落

札者とせず最低制限価格以上の価格をもって申込みをした者の

うち最低の価格をもって申込みをした者を落札者とした場合に



おける最低制限価格未満の価格をもって申込みをした者の商号

又は名称

３ 町長は、建設工事（予定価格が１３０万円を超えないものを除く。

）又は測量・建設コンサルタント等業務（予定価格が５０万円を

超えないものを除く。）の契約を締結したときは、遅滞なく、当該契

約ごとに、次に掲げる事項を公表しなければならない。ただし、公

共の安全と秩序の維持に密接に関連する建設工事等であって町の

行為を秘密にする必要があるものは、この限りでない。

（１）契約の相手方の商号又は名称及び住所

（２）建設工事等の名称、場所、種別及び概要

（３）工期又は履行期間

（４）契約金額

（５）随意契約を行った場合における契約の相手方を選定した理由

４ 町長は、前項の建設工事等について契約金額の変更を伴う契約の

変更をしたときは、遅滞なく、変更後の契約に係る同項第２号から

第４号までに掲げる事項及び変更の理由を公表しなければならな

い。

（公表の方法）

第５条 この要綱の規定による公表は、次の各号のいずれかの方法で

行うものとする。

（１）建設工事等の入札及び契約に関する事務を所管する課等におい

て、公衆の閲覧に供する方法

（２）町のホームページに掲載する方法

（公表の期間）

第６条 第３条の規定による公表は、当該年度の３月３１日まで行う

ものとする。

２ 第４条の規定による公表は、当該事項を公表した日の属する年度

の翌年度の３月３１日まで行うものとする。

（閲覧方法等）

第７条 第５条第１号の規定により閲覧に供した文書を閲覧しよう

とする者（以下「閲覧者」という。）は、閲覧簿に次に掲げる事項を

記入し、閲覧するものとする。

（１）閲覧の年月日



（２）閲覧者の氏名（法人その他の団体にあっては、その商号又は名

称及び閲覧者の氏名）

（３）閲覧者の住所（法人その他の団体にあっては、その所在地）

２ 閲覧時間は、職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年条

例第３号）に規定する町の休日を除き午前８時３０分から午後５時

１５分までとする。

（委任）

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定

める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

（対象の契約に関する経過措置）

２ 当分の間、この要綱による改正後の第４条第３項の測量・建設コ

ンサルタント等業務は、一般競争入札又は指名競争入札を行った測

量・建設コンサルタント等業務（予定価格が５０万円を超えないも

のを除く。）とする。


